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運用報告書（全体版）
第24期

（決算日 2018年 2 月20日）

受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
さて、「ダイワ ･エコ・ファンド」は、こ
のたび、第24期の決算を行ないました。
ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

ダイワ・エコ・ファンド

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 約14年11カ月間（2006年 3 月 9 日～2021年 2 月22日）
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を
含みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①わが国の金融商品取引所上場株式の中から、
環境への取り組み姿勢と株主資本の活用状況に
着目することにより、企業価値の向上が期待さ
れる銘柄に投資し、信託財産の成長をめざしま
す。
②ポートフォリオの構築にあたっては、以下の
方針で行なうことを基本とします。
イ．	環境への取り組み姿勢を評価します。
（外部調査機関の調査情報を参考にしま
す。）

ロ．	資本効率、経営戦略等を評価します。
ハ．	株価水準、流動性、分散等を考慮し、
ポートフォリオを構築します。

③株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の
純資産総額の90％程度以上とします。
④現物株式への投資を基本としますが、市況動
向、資産規模等によっては、わが国の株価指数
先物取引等を利用することがあります。
⑤株式以外の資産への投資は、原則として、信
託財産総額の50％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売
買益（評価益を含みます。）等とし、原則とし
て、基準価額の水準等を勘案して分配金額を決
定します。ただし、分配対象額が少額の場合に
は、分配を行なわないことがあります。
各計算期末における収益分配前の基準価額（ 1
万口当り）が10, 000円超の場合、10, 000円を超
える額（10円未満の場合は切捨て）をめどに分
配金額を決定します。なお、計算期末に向けて
基準価額が大きく上昇した場合など基準価額の
動向等によっては、実際の分配額がこれと異な
る場合があります。

委託会社は、信託契約締結日から 3年経過後、各計算期末ごと
に直近 2年間の平均残存受益権口数（各月末をもって計算しま
す。）が30億口を下る場合には、わが国の公社債等の安定運用
に順次切替えを行ない、ファンド全体が安定運用に入った後、
受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させ
ます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。



ダイワ・エコ・ファンド

決　　算　　期
基 準 価 額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

20期末（2016年 2 月22日） 6, 562 0 △� 22. 9 1, 300. 00 △� 19. 9 95. 7 ― 5, 208 
21期末（2016年 8 月22日） 6, 488 0 △� 1. 1 1, 303. 68 0. 3 97. 5 ― 4, 681 
22期末（2017年 2 月20日） 7, 658 0 18. 0 1, 547. 01 18. 7 98. 2 ― 5, 130 
23期末（2017年 8 月21日） 7, 680 0 0. 3 1, 595. 19 3. 1 96. 8 ― 4, 629 
24期末（2018年 2 月20日） 8, 592 0 11. 9 1, 762. 45 10. 5 95. 6 ― 4, 572 

（注）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

最近5期の運用実績

1



ダイワ・エコ・ファンド
ダイワ・エコ・ファンド ダイワ・エコ・ファンド

■基準価額・騰落率
期　首：7, 680円
期　末：8, 592円
騰落率：11. 9％

■基準価額の主な変動要因
世界的な景気回復傾向や良好な企業業績などを受け国内株式市況が上昇したことにより、基準価
額も上昇しました。くわしくは「投資環境について」をご参照ください。

基準価額等の推移について 

運用経過

流　用
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ダイワ・エコ・ファンド

年　　月　　日
基　 準　 価 　額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2017年 8 月21日 7, 680 ― 1, 595. 19 ― 96. 8 ―

8 月末 7, 792 1. 5 1, 617. 41 1. 4 97. 0 ―
9 月末 8, 184 6. 6 1, 674. 75 5. 0 96. 9 ―
10月末 8, 656 12. 7 1, 765. 96 10. 7 97. 1 ―
11月末 8, 875 15. 6 1, 792. 08 12. 3 97. 2 ―
12月末 9, 047 17. 8 1, 817. 56 13. 9 96. 7 ―

2018年 1 月末 9, 067 18. 1 1, 836. 71 15. 1 96. 1 ―
（期末）2018年 2 月20日 8, 592 11. 9 1, 762. 45 10. 5 95. 6 ―

（注）騰落率は期首比。
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ダイワ・エコ・ファンド
ダイワ・エコ・ファンド ダイワ・エコ・ファンド

■国内株式市況
国内株式市況は、期首より、北朝鮮に関わる地政学リスクが高まったことや、米国の物価統計の
弱含みにより米国の2017年内の利上げ観測が後退したこと、対米ドルでの円高が進行したことなど
が影響し、軟調に推移しました。2017年 9 月半ば以降は、米国の2017年内利上げ観測が再び高まり
円安米ドル高となったことや北朝鮮問題への懸念が一服したこと、また10月に行なわれた衆議院議
員選挙で連立与党が勝利したことなどを受け、株価は上昇しました。11月半ばには急激な株価上昇
への懸念から調整する場面が見られたものの、その後は、堅調な国内企業業績や米国税制改革法案
の議会審議の進展および成立が好感され、株価は上昇しました。2018年 2 月には、米国金利の上昇
懸念や株安懸念などにより大幅に調整し、期末を迎えました。

国内株式市況は、短期的には米国の政策運営に対する先行き不透明感、バランスシート縮小に関す
る議論、欧州やアジアでの地政学リスクなどが不透明要因として考えられますが、内外の堅調なマク
ロ環境と円安米ドル高、良好な企業業績などを背景に、中長期的には徐々に上値を試す展開を想定し
ており、株式組入比率は90％程度以上の高位を維持する方針です。ポートフォリオについては、日本
総研の調査情報を活用しつつ、自らも調査を行ない、環境への取り組みと株主資本の活用状況、企業
の収益性などに着目することにより、企業価値の向上が期待される銘柄の発掘に全力を挙げてまいり
ます。

投資環境について （2017. 8. 22 ～ 2018. 2. 20）

前期における「今後の運用方針」

流　用
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ダイワ・エコ・ファンド
ダイワ・エコ・ファンド ダイワ・エコ・ファンド

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は10. 5％となりました。一方、当ファンドの基準価額の騰落率は
11. 9％となりました。ＴＯＰＩＸの騰落率を上回った機械、電気機器をオーバーウエート、ＴＯＰＩＸ
の騰落率を下回った情報・通信業、電気・ガス業をアンダーウエートとしていたことなどがプラス要
因となりましたが、ＴＯＰＩＸの騰落率を上回った輸送用機器をアンダーウエート、ＴＯＰＩＸの騰
落率を下回った非鉄金属をオーバーウエートとしていたことなどがマイナス要因となりました。個別
銘柄では、ローム、ソニー、コスモエネルギーＨＬＤＧＳなどがプラスに寄与しましたが、セイコー
エプソン、ニチレイ、日本工営などがマイナス要因となりました。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

（％）
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2017. 8. 21～2018. 2. 20）

基準価額
ＴＯＰＩＸ

ベンチマークとの差異について

流　用

株式組入比率は、世界的な景気回復傾向や国内企業業績の改善傾向が続くとの想定のもと、95～
97％程度で推移させました。
業種構成は、化学、卸売業、石油・石炭製品などの比率を引き上げた一方、情報・通信業、電気機
器、繊維製品などの比率を引き下げました。
個別銘柄では、業績の回復期待からＪＳＲやカネカなど、原油価格の上昇や配当政策等に対する姿
勢などを総合的に勘案してＪＸＴＧホールディングスなどを買い付けました。一方、製品検査データ
に不正のあった東レ、利益確定の観点からディスコ、デンカなどを売却しました。

ポートフォリオについて （2017. 8. 22 ～ 2018. 2. 20）
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ダイワ・エコ・ファンド
ダイワ・エコ・ファンド ダイワ・エコ・ファンド

当期は、基準価額の水準等を勘案して、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

2017年 8 月22日
～2018年 2 月20日

当期分配金（税込み） （円） ―
対基準価額比率 （％） ―
当期の収益 （円） ―
当期の収益以外 （円） ―��

翌期繰越分配対象額 （円） 656�
（注 1）�「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2）�円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3）�当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

分配金について

国内株式市況は、米国の金利上昇懸念や、各国首脳の為替、物価に関する発言などを受けて為替の
動向が不透明であることなどから、いったんは様子見ムードが強まる可能性があると考えておりま
す。しかし、内外の堅調なマクロ環境や良好な企業業績に変化はなく、下値では日銀のＥＴＦ（上場
投資信託）購入、企業の自社株買いなどが下支え要因として期待できることなどから、中長期的には
徐々に上値を試す展開を想定し、株式組入比率は90％程度以上の高位を維持する方針です。ポート
フォリオについては、日本総研の調査情報を活用しつつ、自らも調査を行ない、環境への取り組みと
株主資本の活用状況、企業の収益性などに着目することにより、企業価値の向上が期待される銘柄の
発掘に全力を挙げてまいります。

今後の運用方針

流　用
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ダイワ・エコ・ファンド
ダイワ・エコ・ファンド ダイワ・エコ・ファンド

1万口当りの費用の明細

項　　　目
当　期

（2017. 8. 22～2018. 2. 20） 項　　目　　の　　概　　要
金　額 比　率

信 託 報 酬 71円 0. 823％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は8, 635円です。

（投 信 会 社） （34） （0. 398） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価

（販 売 会 社） （34） （0. 398） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受 託 銀 行） （2） （0. 027） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 18 0. 203 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株 式） （18） （0. 203）

有価証券取引税 ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 0 0. 003 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （0） （0. 003） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

合　　　　 計 89 1. 028
（注 1）�期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法によ

り算出した結果です。
（注 2）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 3）比率欄は 1万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

流　用

2

4718dam_交付_.indb   2 2018/03/27   17:03:44

7



ダイワ・エコ・ファンド

■売買および取引の状況
株　　　　式

（2017年 8 月22日から2018年 2 月20日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

国内
千株 千円 千株 千円

1, 611 3, 329, 245 1, 532. 9 3, 989, 809 
（△� 700. 7） （� ―） 

（注 1）金額は受渡し代金。
（注 2）�（　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 3）金額の単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2017年 8 月22日から2018年 2 月20日まで）

項　　　　目 当　　　　期
（ａ）期中の株式売買金額 7, 319, 055千円 
（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 4, 690, 491千円 
（ｃ）売買高比率 （ａ）／（ｂ） 1. 56 
（注 1）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 2）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（2017年 8 月22日から2018年 2 月20日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ＪＳＲ 43. 3 107, 226 2, 476 花王 18 135, 390 7, 521 
ファーストリテイリング 2. 6 96, 054 36, 944 ファーストリテイリング 2. 6 121, 354 46, 674 
ＪＸＴＧホールディングス 125 86, 560 692 デンカ 32 119, 593 3, 737 
豊田自動織機 12. 4 86, 362 6, 964 東レ 110 116, 340 1, 057 
カネカ 85 85, 137 1, 001 ディスコ 5 115, 588 23, 117 
トクヤマ 119 84, 242 707 日本電信電話 21 103, 447 4, 926 
三菱ケミカルＨＬＤＧＳ 66 74, 672 1, 131 ＳＣＳＫ 20 96, 601 4, 830 
セイコーエプソン 26 73, 830 2, 839 ローム 7. 8 87, 789 11, 255 
阪和興業 14 73, 259 5, 232 ソフトバンクグループ 9 87, 400 9, 711 
日立金属 46. 5 73, 046 1, 570 西日本旅客鉄道 9. 3 76, 682 8, 245 
（注 1）金額は受渡し代金。
（注 2）金額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（2017年 8 月22日から2018年 2 月20日まで）
決 算 期 当　　　　　　　期

区分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 3, 329 827 24. 9 3, 989 911 22. 9 
コール・ローン 19, 258 ― ― ― ― ― 

（2）�期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（2017年 8 月22日から2018年 2 月20日まで）
項　　　　目 当　　　　期

売買委託手数料総額（Ａ） 9, 889千円 
うち利害関係人への支払額（Ｂ） 2, 442千円 
（Ｂ）／（Ａ） 24. 7％ 

※�利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 1項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。
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ダイワ・エコ・ファンド

■組入資産明細表
国内株式

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額
千株 千株 千円

建設業（2. 8％）
前田建設 49 ― ―
五洋建設 ― 30 23, 580
大和ハウス 22 14. 8 58, 785
協和エクシオ ― 11 31, 262
九電工 7 ― ―
中外炉工業 ― 3 7, 098
食料品（2. 6％）
森永製菓 5. 2 ― ―
ヤクルト ― 5. 5 42, 185
アサヒグループホールディン 4. 4 ― ―
不二製油グループ 5 6 18, 930
ニチレイ 28 19. 8 52, 608

繊維製品（―）
帝人 12 ― ―
東レ 110 ― ―

化学（20. 2％）
昭和電工 ― 6. 2 31, 496
トクヤマ ― 18 56, 070
デンカ 150 ― ―
信越化学 13 11 124, 520
第一稀元素化学工 14 ― ―
カネカ ― 85 91, 205
三井化学 130 31 101, 990
ＪＳＲ ― 43. 3 103, 054
東京応化工業 5 ― ―
三菱ケミカルHLDGS ― 55 59, 922
宇部興産 109 9. 2 31, 694
日立化成 ― 17 40, 987
花王 18 8. 6 67, 845
第一工業製薬 37 ― ―
資生堂 ― 9. 9 62, 865
マンダム ― 4. 9 18, 718
ファンケル ― 18. 5 63, 177
信越ポリマー 35 25 31, 025

医薬品（2. 0％）
アステラス製薬 ― 40. 5 61, 843
塩野義製薬 11 4. 9 27, 327
ツムラ 8 ― ―

石油・石炭製品（2. 5％）
JXTGホールディングス 43 168 110, 342
コスモエネルギーHLDGS 6 ― ―

ゴム製品（―）
ブリヂストン 5 ― ―

ガラス・土石製品（1. 6％）
旭硝子 ― 4. 3 19, 500
太平洋セメント 22 ― ―
東海カーボン ― 14 26, 348
日本カーボン ― 4. 5 26, 145
ＭＡＲＵＷＡ 1 ― ―

鉄鋼（0. 6％）
新日鐵住金 10 ― ―
日立金属 ― 18 25, 794
新日本電工 45 ― ―

非鉄金属（2. 1％）
三井金属 64 3. 1 15, 965
東邦亜鉛 10 5 29, 650
三菱マテリアル 3. 5 ― ―
住友鉱山 28 7. 3 37, 456
古河電工 7. 3 ― ―
住友電工 16 5 8, 440

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額
千株 千株 千円

金属製品（1. 2％）
トーカロ 2. 5 ― ―
ＳＵＭＣＯ 18 3 8, 496
ＬＩＸＩＬグループ ― 16. 5 44, 005

機械（11. 9％）
タクマ 18 ― ―
東芝機械 ― 42 32, 172
ディスコ 8. 1 3. 1 73, 780
野村マイクロ・サイエンス ― 6 7, 080
平田機工 1. 5 ― ―
ナブテスコ 4 ― ―
新川 ― 15 16, 860
ホソカワミクロン ― 3 23, 220
サトーホールディングス ― 4. 3 15, 222
小松製作所 ― 15 60, 090
住友重機械 20 ― ―
日立建機 ― 15. 4 69, 377
ＴＯＷＡ 11 ― ―
荏原製作所 4 ― ―
ダイキン工業 10 6. 7 85, 023
ダイフク 14 9. 5 62, 510
福島工業 4 ― ―
日本ピストンリング ― 11 26, 367
日本精工 35 ― ―
ＴＨＫ ― 11 50, 545
電気機器（19. 0％）
日清紡ホールディングス 25 ― ―
日立 15 81 67, 246
三菱電機 20 44 80, 498
日本電産 9. 5 6. 8 110, 534
日新電機 8 ― ―
富士通 90 ― ―
サンケン電気 36 ― ―
セイコーエプソン ― 22. 4 46, 345
アルバック 7 2. 5 15, 475
パナソニック 25 3 4, 954
日立国際電気 2. 9 ― ―
ソニー 50 36. 7 194, 363
ＴＤＫ 2. 1 5 46, 150
タムラ製作所 20 13 10, 270
堀場製作所 10 ― ―
フェローテックHLDGS 5 ― ―
カシオ 24 ― ―
ローム 17 9. 2 101, 476
太陽誘電 10 14 24, 766
村田製作所 4. 3 4. 2 63, 294
市光工業 ― 15 17, 265
リコー 14 ― ―
東京エレクトロン 3. 6 2. 4 48, 624
輸送用機器（5. 8％）
豊田自動織機 ― 7. 3 49, 640
デンソー 3. 5 3. 7 23, 054
日産自動車 15 ― ―
トヨタ自動車 16 16 116, 656
フタバ産業 29 ― ―
マツダ 10 ― ―
本田技研 ― 17. 2 65, 102
スズキ 5 ― ―
ヤマハ発動機 8 ― ―

精密機器（2. 3％）
テルモ 10 8 44, 000
日機装 ― 14 17, 136

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額
千株 千株 千円

島津製作所 ― 14 37, 380
その他製品（1. 1％）
ＮＩＳＳＨＡ ― 16. 6 47, 426
電気・ガス業（0. 7％）
エフオン 5 ― ―
レノバ ― 18 32, 220
陸運業（―）
西日本旅客鉄道 9. 3 ― ―
海運業（0. 5％）
日本郵船 55 ― ―
商船三井 ― 6. 2 20, 956
空運業（―）
ANAホールディングス 80 ― ―

情報・通信業（―）
日本電信電話 21 ― ―
ＳＣＳＫ 20 ― ―
ソフトバンクグループ 9 ― ―

卸売業（5. 5％）
伊藤忠 30 30 61, 890
豊田通商 10 ― ―
住友商事 25 14. 9 27, 147
三菱商事 12 11. 3 34, 510
キヤノンマーケティング JPN ― 16. 5 48, 460
阪和興業 ― 14 70, 140
小売業（2. 5％）
J.  フロント リテイリング ― 31. 5 61, 771
セブン&アイ・HLDGS 11 ― ―
丸井グループ ― 14 28, 252
ヤマダ電機 ― 30 20, 400
銀行業（6. 9％）
三菱UFJ フィナンシャルG 270 233 182, 811
三井住友フィナンシャルG 17 25. 2 120, 279

証券、商品先物取引業（0. 6％）
野村ホールディングス 65 41 27, 285

保険業（2. 0％）
ＭＳ＆ＡＤ 12 ― ―
東京海上ＨＤ 19 17 85, 646
その他金融業（0. 7％）
オリックス 35 17 32, 538
不動産業（0. 6％）
ヒューリック ― 20. 3 24, 847
三井不動産 15 ― ―
サービス業（4. 1％）
オリエンタルランド 6. 3 8. 7 92, 785
三機サービス ― 14 28, 000
リクルートホールディングス 27 22 58, 333

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 2, 432 1, 809. 4 4, 372, 509

銘柄数＜比率＞ 96銘柄 87銘柄 ＜95. 6％＞
（注 1）�銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する

各業種の比率。
（注 2）�合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価

額の比率。
（注 3）評価額の単位未満は切捨て。

9



ダイワ・エコ・ファンド

■投資信託財産の構成
2018年 2 月20日現在

項　　　　　目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株式 4, 372, 509 93. 3 
コール・ローン等、その他 314, 166 6. 7 
投資信託財産総額 4, 686, 675 100. 0 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2018年 2 月20日現在

項　　　　　目 当　　期　　末
（Ａ）資産 4, 686, 675, 422円

コール・ローン等 235, 963, 552  
株式（評価額） 4, 372, 509, 100  
未収入金 76, 408, 070  
未収配当金 1, 794, 700  

（Ｂ）負債 114, 636, 655  
未払金 74, 506, 193  
未払解約金 86, 710  
未払信託報酬 39, 912, 554  
その他未払費用 131, 198  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 4, 572, 038, 767  
元本 5, 321, 162, 953  
次期繰越損益金 △� 749, 124, 186  

（Ｄ）受益権総口数 5, 321, 162, 953口
１ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 8, 592円

＊�期首における元本額は6, 028, 165, 833円、当期中における追加設定元本額は
2, 280, 665円、同解約元本額は709, 283, 545円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は8, 592円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は749, 124, 186円です。

■損益の状況
当期  自 2017年 8 月22日  至 2018年 2 月20日

項　　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 35, 135, 813円

受取配当金 35, 151, 437
受取利息 6
その他収益金 26, 363
支払利息 △� 41, 993

（Ｂ）有価証券売買損益 489, 824, 517
売買益 718, 882, 280
売買損 △� 229, 057, 763

（Ｃ）信託報酬等 △� 40, 043, 752
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 484, 916, 578
（Ｅ）前期繰越損益金 △� 1, 132, 158, 457
（Ｆ）追加信託差損益金 △� 101, 882, 307

（配当等相当額） （� 2, 058, 195）
（売買損益相当額） （△� 103, 940, 502）

（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △� 749, 124, 186
次期繰越損益金（Ｇ） △� 749, 124, 186
追加信託差損益金 △� 101, 882, 307
（配当等相当額） （� 2, 058, 195）
（売買損益相当額） （△� 103, 940, 502）
分配準備積立金 347, 395, 252
繰越損益金 △� 994, 637, 131

（注 1）�信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2）�追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3）�収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表をご参照
ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経費控除後の配当等収益 32, 456, 886円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  0　
（ｃ）収益調整金 2, 058, 195　
（ｄ）分配準備積立金 314, 938, 366　
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 349, 453, 447　
（ｆ）分配金  0　
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ） 349, 453, 447　
（ｈ）受益権総口数 5, 321, 162, 953口

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアＮＩＳＡ」の適用対象で
す。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い合わせください。
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